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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
(Ａ)２５℃の粘度が少なくとも５００ｍＰa・ｓであるオルガノポリシロキサン １００質
量部、
(Ｂ)熱伝導性充填剤 ４００～３,５００質量部、
(Ｃ) ＢＥＴ比表面積が１００ｍ２／ｇ以上である、ヘキサメチルジシラザンにより疎水
化処理されたヒュームドシリカ ０.１～１０質量部、
(Ｄ)一般式：
Ｒ１

３ＳiＯ(Ｒ１
２ＳiＯ)ｍ(Ｒ１Ｒ３ＳiＯ)ｎＲ１

２Ｓi－Ｘ－ＳiＲ１
(３－ａ)(ＯＲ２

)ａ
｛式中、Ｘは酸素原子または炭素原子数２～１０の２価の炭化水素基であり、Ｒ１は同じ
かまたは異なる脂肪族不飽和結合を有さない一価炭化水素基であり、Ｒ２はアルキル基、
アルコキシアルキル基、アルケニル基、またはアシル基であり、Ｒ３は一般式：
－Ｘ－ＳiＲ１

(３－ｂ)(ＯＲ２)ｂ
（式中、Ｘ、Ｒ１、およびＲ２は前記と同じであり、ｂは１～３の整数である。）
で表される基であり、ａは０～３の整数であり、ｍは０以上の整数であり、ｎは０以上の
整数であり、ただし、ａが０のとき、ｎは１以上の整数である。｝
で表され、２５℃における粘度が５００ｍＰa・ｓ未満であるオルガノポリシロキサン｛(
Ｂ)成分１００質量部に対して０.００５～１０質量部｝、および
(Ｅ)一般式：
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Ｒ４
(４－ｃ)Ｓi(ＯＲ２)ｃ

（式中、Ｒ４は一価炭化水素基、エポキシ基含有有機基、メタクリル基含有有機基、また
はアクリル基含有有機基であり、Ｒ２は前記と同じであり、ｃは１～３の整数である。）
で表されるシラン化合物｛(Ｂ)成分１００質量部に対して０.００５～１０質量部｝
から少なくともなり、(Ｂ)成分が、(Ａ)成分中で(Ｄ)成分および(Ｅ)成分により表面処理
されてなる熱伝導性シリコーン組成物。
【請求項２】
(Ｂ)成分が、金属酸化物、金属水酸化物、窒化物、炭化物、石墨、金属、またはこれらの
混合物からなる熱伝導性充填剤である、請求項１記載の熱伝導性シリコーン組成物。
【請求項３】
(Ｂ)成分が、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸化チタン、酸化ベリリ
ウム、水酸化アルミニウム、および水酸化マグネシウムからなる群より選ばれる少なくと
も１種の熱伝導性充填剤である、請求項１記載の熱伝導性シリコーン組成物。
【請求項４】
電子部品または該電子部品を搭載した回路基板に請求項１乃至３のいずれか１項に記載の
熱伝導性シリコーン組成物を介して放熱部材を設けてなる電子装置。
【請求項５】
前記の熱伝導性シリコーン組成物の厚さが０.１～２ｍｍの範囲であり、熱伝導性シリコ
ーン組成物が前記回路基板と前記放熱部材とで垂直に狭持された状態で使用されることを
特徴とする、請求項４に記載の電子装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱伝導性シリコーン組成物、およびそれを用いてなる電子装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　トランジスター、ＩＣ、メモリー素子等の電子部品を登載したプリント回路基板やハイ
ブリッドＩＣの高密度・高集積化にともなって、これらを効率よく放熱するために、熱伝
導性シリコーングリース、熱伝導性シリコーンゲル組成物、熱伝導性シリコーンゴム組成
物等の熱伝導性シリコーン組成物が使用されている。
【０００３】
　このような熱伝導性シリコーン組成物において、該組成物中に熱伝導性充填剤を高充填
して熱伝導率を向上させるため、例えば、特開２０００－２５６５５８号公報には、オル
ガノポリシロキサン、加水分解性基含有メチルポリシロキサン、熱伝導性充填剤、および
硬化剤からなる熱伝導性シリコーンゴム組成物が提案されており、また、特開２００１－
１３９８１５号公報には、硬化性オルガノポリシロキサン、硬化剤、熱伝導性充填剤から
なり、該充填剤の表面がケイ素原子結合アルコキシ基を有するオリゴシロキサンで処理さ
れていることを特徴とする熱伝導性シリコーンゴム組成物が提案されている。
【０００４】
　しかし、このような熱伝導性シリコーン組成物において、取扱作業性を向上させるため
に低粘度にすると、それを塗布した後、垂直に放置すると、ずれ落ちが生じるという問題
があった。
【特許文献１】特開２０００－２５６５５８号公報
【特許文献２】特開２００１－１３９８１５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、低粘度で取扱作業性が優れるものの、塗布された後、過酷な温度環境
下、垂直に放置されてもずれ落ち難い熱伝導性シリコーン組成物、およびそれを用いてな
る電子装置を提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の熱伝導性シリコーン組成物は、
(Ａ)２５℃の粘度が少なくとも５００ｍＰa・ｓであるオルガノポリシロキサン　１００
質量部、
(Ｂ)熱伝導性充填剤　４００～３,５００質量部、
(Ｃ)シリカ微粉末　０.１～１０質量部、
(Ｄ)一般式：
Ｒ１

３ＳiＯ(Ｒ１
２ＳiＯ)ｍ(Ｒ１Ｒ３ＳiＯ)ｎＲ１

２Ｓi－Ｘ－ＳiＲ１
(３－ａ)(ＯＲ２

)ａ
｛式中、Ｘは酸素原子または炭素原子数２～１０の２価の炭化水素基であり、Ｒ１は同じ
かまたは異なる脂肪族不飽和結合を有さない一価炭化水素基であり、Ｒ２はアルキル基、
アルコキシアルキル基、アルケニル基、またはアシル基であり、Ｒ３は一般式：
－Ｘ－ＳiＲ１

(３－ｂ)(ＯＲ２)ｂ
（式中、Ｘ、Ｒ１、およびＲ２は前記と同じであり、ｂは１～３の整数である。）
で表される基であり、ａは０～３の整数であり、ｍは０以上の整数であり、ｎは０以上の
整数であり、ただし、ａが０のとき、ｎは１以上の整数である。｝
で表され、２５℃における粘度が５００ｍＰa・ｓ未満であるオルガノポリシロキサン｛(
Ｂ)成分１００質量部に対して０.００５～１０質量部｝、および
(Ｅ)一般式：
Ｒ４

(４－ｃ)Ｓi(ＯＲ２)ｃ
（式中、Ｒ４は一価炭化水素基、エポキシ基含有有機基、メタクリル基含有有機基、また
はアクリル基含有有機基であり、Ｒ２は前記と同じであり、ｃは１～３の整数である。）
で表されるシラン化合物｛(Ｂ)成分１００質量部に対して０.００５～１０質量部｝
から少なくともなる。
【０００７】
　(Ｂ)成分は、金属酸化物、金属水酸化物、窒化物、炭化物、石墨、金属、またはこれら
の混合物からなる熱伝導性充填剤であることが好ましく、具体的には、酸化アルミニウム
、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸化チタン、酸化ベリリウム、水酸化アルミニウム、お
よび水酸化マグネシウムからなる群より選ばれる少なくとも１種の熱伝導性充填剤である
ことが好ましい。
【０００８】
　さらに、(Ｂ)成分は、(Ａ)成分中で(Ｄ)成分および(Ｅ)成分により表面処理されること
が好ましい。
【０００９】
　本発明の電子装置は、電子部品または該電子部品を搭載した回路基板に上記熱伝導性シ
リコーン組成物を介して放熱部材を設けてなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の熱伝導性シリコーン組成物は、低粘度で取扱作業性が優れるものの、塗布され
た後、過酷な温度環境下、垂直に放置されてもずれ落ち難いという特徴がある。また、本
発明の電子装置は、信頼性が優れるという特徴がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明の熱伝導性シリコーン組成物を詳細に説明する。
　(Ａ)成分のオルガノポリシロキサンは本組成物の主剤であり、２５℃における粘度が少
なくとも５００ｍＰa・ｓであり、好ましくは５００～１００,０００ｍＰa・ｓの範囲内
であり、特に好ましくは１,０００～５０,０００ｍＰa・ｓの範囲内である。これは、２
５℃における粘度が上記範囲の下限未満であると、得られるシリコーン組成物の粘度が低
下するものの、それを塗布した後、垂直に放置すると、ずれ落ちやすくなり、一方、上記
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範囲の上限を超えると、得られるシリコーン組成物の取扱作業性が著しく低下する傾向が
ある。
【００１２】
　(Ａ)成分の分子構造は限定されず、例えば、直鎖状、分岐鎖状、一部分岐を有する直鎖
状、樹枝状（デンドリマー状）が挙げられ、好ましくは直鎖状、一部分岐を有する直鎖状
である。(Ａ)成分は、これらの分子構造を有する単一の重合体、これらの分子構造からな
る共重合体、またはこれらの重合体の混合物であってもよい。また、(Ａ)成分中のケイ素
原子に結合している基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、
ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基
、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプ
タデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、エイコシル基等の直鎖状アルキル基；イソ
プロピル基、ターシャリーブチル基、イソブチル基、２－メチルウンデシル基、１－ヘキ
シルヘプチル基等の分岐鎖状アルキル基；シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロ
ドデシル基等の環状アルキル基；ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキ
セニル基等のアルケニル基；フェニル基、トリル基、キシリル基等のアリール基；ベンジ
ル基、フェネチル基、２－(２,４,６－トリメチルフェニル)プロピル基等のアラルキル基
；３,３,３－トリフルオロプロピル基、３－クロロプロピル基等のハロゲン化アルキル基
が挙げられ、好ましくはアルキル基、アルケニル基、アリール基であり、特に好ましくは
メチル基、ビニル基、フェニル基である。なお、(Ａ)成分がアルケニル基を有する場合に
は、得られるシリコーン組成物が、塗布後、過酷な温度環境下で長時間、垂直に放置され
てもずれ落ち難くなる傾向がある。
【００１３】
　このような(Ａ)成分としては、例えば、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジ
メチルポリシロキサン、分子鎖両末端メチルフェニルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリ
シロキサン、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルフ
ェニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルシロ
キサン・メチルビニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジ
メチルシロキサン・メチルビニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端ジメチルビニルシ
ロキシ基封鎖メチル(３,３,３－トリフルオロプロピル)ポリシロキサン、分子鎖両末端シ
ラノール基封鎖ジメチルシロキサン・メチルビニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端
シラノール基封鎖ジメチルシロキサン・メチルビニルシロキサン・メチルフェニルシロキ
サンコポリマー、式：(ＣＨ3)3ＳiＯ1/2で表されるシロキサン単位と式：(ＣＨ3)2(ＣＨ2

＝ＣＨ)ＳiＯ1/2で表されるシロキサン単位と式：ＣＨ3ＳiＯ3/2で表されるシロキサン単
位と式：(ＣＨ3)2ＳiＯ2/2で表されるシロキサン単位からなるオルガノシロキサンコポリ
マー、分子鎖両末端シラノール基封鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端シラノール
基封鎖ジメチルシロキサン・メチルフェニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端トリメ
トキシシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端トリメトキシシロキシ基封
鎖ジメチルシロキサン・メチルフェニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端メチルジメ
トキシシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端トリエトキシシロキシ基封
鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端トリメトキシシリルエチル基封鎖ジメチルポリ
シロキサン、およびこれらの２種以上の混合物が挙げられる。
【００１４】
　(Ｂ)成分の熱伝導性充填剤は本組成物に熱伝導性を付与するための成分である。(Ｂ)成
分としては、例えば、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸化チタン、酸
化ベリリウム等の金属酸化物；水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム等の金属水酸化
物；窒化アルミニウム、窒化ケイ素、窒化ホウ素等の窒化物；炭化ホウ素、炭化チタン、
炭化ケイ素等の炭化物；グラファイト、黒鉛等の石墨；アルミニウム、銅、ニッケル、銀
等の金属、およびこれらの混合物からなるのもが挙げられる。特に、得られるシリコーン
組成物に電気絶縁性が必要な場合は、(Ｂ)成分としては、金属酸化物、金属水酸化物、窒
化物、炭化物、またはこれらの混合物であることが好ましく、さらには、酸化アルミニウ
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ム、結晶性シリカ、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸化チタン、酸化ベリリウム、水酸化
アルミニウム、および水酸化マグネシウムからなる群より選ばれる少なくとも１種である
ことが好ましい。
【００１５】
　(Ｂ)成分の形状は特に限定されず、例えば、球状、針状、燐片状、不定形状が挙げられ
る。特に、(Ｂ)成分として酸化アルミニウムまたは結晶性シリカを用いる場合には球状、
不定形のものを用いることが好ましい。球状酸化アルミニウムは、主として高温溶射法あ
るいはアルミナ水和物の水熱処理により得られるα－アルミナである。ここでいう球状と
は、真球状のみならず、丸み状であってもよい。(Ｂ)成分の平均粒径は限定されないが、
０.０１～２００μｍであることが好ましく、さらには、０.０１～１５０μｍであること
が好ましく、特には、０.０１～１００μｍであることが好ましい。
【００１６】
　(Ｂ)成分の含有量は、(Ａ)成分１００質量部に対して４００～３,５００質量部の範囲
内であり、好ましくは、４００～３,０００質量部の範囲内であり、特に好ましくは、５
００～２,５００質量部の範囲内である。これは、(Ｂ)成分の含有量が上記範囲の下限未
満であると、得られるシリコーン組成物の熱伝導性が十分でなくなる傾向があり、一方、
上記範囲の上限を超えると、得られるシリコーン組成物の取扱作業性が著しく低下する傾
向があるからである。
【００１７】
　(Ｃ)成分のシリカ微粉末は、本組成物を塗布後、垂直に放置してもずれ落ち難くするた
めの成分である。(Ｃ)成分としては、ヒュームドシリカ、沈降性シリカ等のシリカ微粉末
；これらのシリカ微粉末の表面を、アルコキシシラン、クロロシラン、シラザン等の有機
ケイ素化合物により疎水化処理したシリカ微粉末が例示される。(Ｃ)成分の粒子径は特に
限定されないが、そのＢＥＴ比表面積が５０ｍ２／ｇ以上であることが好ましく、特には
、１００ｍ２／ｇ以上であることが好ましい。
【００１８】
　(Ｃ)成分の含有量は、(Ａ)成分１００質量部に対して０.１～１０質量部の範囲内であ
り、好ましくは、０.５～１０質量部の範囲内である。これは、(Ｃ)成分の含有量が上記
範囲の下限未満であると、得られるシリコーン組成物を塗布後、垂直に放置するとずれ落
ちる傾向があり、一方、上記範囲の上限を超えると、得られるシリコーン組成物の取扱作
業性が著しく低下する傾向があるからである。
【００１９】
　(Ｄ)成分のオルガノシロキサンは、一般式：
Ｒ１

３ＳiＯ(Ｒ１
２ＳiＯ)ｍ(Ｒ１Ｒ３ＳiＯ)ｎＲ１

２Ｓi－Ｘ－ＳiＲ１
(３－ａ)(ＯＲ２

)ａ
で表される。式中、Ｘは酸素原子または炭素原子数２～１０の２価の炭化水素基であり、
Ｘの２価の炭化水素基としては、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、メチルエチレ
ン基が例示され、好ましくはエチレン基、プロピレン基である。また、式中、Ｒ１は脂肪
族不飽和結合を有さない同種もしくは異種の一価炭化水素基であり、メチル基、エチル基
、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基
、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル
基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、エイコシル基等
の直鎖状アルキル基；イソプロピル基、ターシャリーブチル基、イソブチル基、２－メチ
ルウンデシル基、１－ヘキシルヘプチル基等の分岐鎖状アルキル基；シクロペンチル基、
シクロヘキシル基、シクロドデシル基等の環状アルキル基；フェニル基、トリル基、キシ
リル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基、２－(２,４,６－トリメチルフェニ
ル)プロピル基等のアラルキル基；３,３,３－トリフルオロプロピル基、３－クロロプロ
ピル基等のハロゲン化アルキル基が例示され、好ましくはアルキル基、アリール基であり
、特に好ましくはメチル基、フェニル基である。また、式中、Ｒ２はアルキル基、アルコ
キシアルキル基、アルケニル基、またはアシル基であり、Ｒ２のアルキル基としては、前
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Ｒ２のアルコキシアルキル基としては、メトキシエチル基、メトキシプロピル基が例示さ
れ、Ｒ２のアルケニル基としては、ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘ
キセニル基が例示され、Ｒ２のアシル基としては、アセチル基、オクタノイル基が例示さ
れる。Ｒ3はアルキル基であることが好ましく、特に、メチル基、エチル基であることが
好ましい。また、式中、Ｒ３は一般式：
－Ｘ－ＳiＲ１

(３－ｂ)(ＯＲ２)ｂ
で表される基である。式中、Ｘ、Ｒ１、およびＲ２は前記のとおりである。また、式中、
ｂは１～３の整数であり、好ましくは３である。また、式中、ａは１～３の整数であり、
好ましくは３である。また、式中、ｍは０以上の整数であり、ｎは０以上の整数である。
ただし、式中、ａが０のとき、ｎは１以上の整数である。このような(Ｄ)成分の２５℃に
おける粘度が５００ｍＰa・ｓ未満であり、好ましくは４００ｍＰa・ｓ以下であり、さら
に好ましくは３００ｍＰa・ｓ以下である。これは、２５℃における粘度が上記範囲の上
限を超えると、(Ｂ)成分を多量に含有した場合に、得られるシリコーン組成物の流動性が
低下したり、得られるシリコーン組成物の貯蔵中に(Ｂ)成分が沈降分離する傾向があるか
らである。
【００２０】
　このような(Ｄ)成分としては、例えば、式：
【化１】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
【化２】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：

【化３】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
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【化４】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
【化５】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
【化６】

で表されるジメチルシロキサン・メチルフェニルシロキサンコポリマー、式：
【化７】

で表されるジメチルシロキサン・ジフェニルシロキサンコポリマー、式：
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【化８】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
【化９】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
【化１０】

で表されるジメチルポリシロキサン、式：
【化１１】

で表されるジメチルポリシロキサンが挙げられる。
【００２１】
　(Ｄ)成分の含有量は、(Ｂ)成分１００質量部に対して０.００５～１０質量部の範囲内
であり、好ましくは、０.０５～１０質量部の範囲内であり、さらに好ましくは、０.１～
１０質量部の範囲内であり、特に好ましくは、０.１～５質量部の範囲内である。これは
、(Ｄ)成分の含有量が上記範囲の下限未満であると、(Ｂ)成分を多量に含有した場合に、
得られるシリコーン組成物の流動性が低下したり、得られるシリコーン組成物の貯蔵中に
(Ｂ)成分が沈降分離する傾向があり、一方、上記範囲の上限を超えると、得られるシリコ
ーン組成物の物理的特性が低下する傾向があるからである。
【００２２】
　(Ｅ)成分のシラン化合物は、一般式：
Ｒ４

(４－ｃ)Ｓi(ＯＲ２)ｃ
で表される。式中、Ｒ４は、一価炭化水素基、エポキシ基含有有機基、メタクリル基含有
有機基、またはアクリル基含有有機基である。Ｒ４の一価炭化水素基としては、メチル基
、エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、デシル基等の直鎖状アルキル基；イソ
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プロピル基、ターシャリーブチル基、イソブチル基等の分岐鎖状アルキル基；シクロヘキ
シル基等の環状アルキル基；ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニ
ル基、ヘプテニル基等のアルケニル基；フェニル基、トリル基、キシリル基等のアリール
基；ベンジル基、フェネチル基等のアラルキル基；３,３,３－トリフルオロプロピル基、
３－クロロプロピル基等のハロゲン化アルキル基等の置換もしくは非置換の一価炭化水素
基が例示される。また、Ｒ４のエポキシ基含有有機基としては、３－グリシドキシプロピ
ル基、４－グリシドキシブチル基等のグリシドキシアルキル基；２－(３,４－エポキシシ
クロヘキシル)エチル基、３－(３,４－エポキシシクロヘキシル)プロピル基等のエポキシ
シクロヘキシルアルキル基が例示される。また、Ｒ４のメタクリル基含有有機基としては
、３－メタクリロキシプロピル基、４－メタクリロキシブチル基等のメタクリロキシアル
キル基が例示される。また、Ｒ４のアクリル基含有有機基としては、３－アクリロキシプ
ロピル基、４－アクリロキシシブチル基等のアクリロキシアルキル基が例示される。Ｒ２

はアルキル基、アルコキシアルキル基、アルケニル基、またはアシル基であり、前記と同
様の基が例示される。ｃは１～３の整数であり、好ましくは３である。
【００２３】
　このような(Ｅ)成分としては、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン
、エチルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリメトキシシラン、ブチルトリメトキシシ
ラン、ペンチルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシ
ラン、メチルビニルジメトキシシラン、アリルトリメトキシシラン、アリルメチルジメト
キシシラン、ブテニルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラ
ン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリ
エトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシ
プロピルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３
－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－アクリロキシプロピルメチルジメトキ
シシランが例示される。
【００２４】
　(Ｅ)成分の含有量は、(Ｂ)成分１００質量部に対して０.００５～１０質量部の範囲内
であり、好ましくは、０.０１～１０質量部の範囲内であり、特に好ましくは、０.０１～
５質量部の範囲内である。これは、(Ｅ)成分の含有量が上記範囲の下限未満であると、(
Ｂ)成分を多量に含有した場合に、得られるシリコーン組成物の取扱作業性が低下したり
、得られるシリコーン組成物の貯蔵中に(Ｂ)成分が沈降分離しやすくなり、一方、上記範
囲の上限を超えると、(Ｂ)成分の表面処理に寄与しない成分が増加する傾向があるからで
ある。
【００２５】
　(Ｂ)成分の表面を(Ｄ)成分および(Ｅ)成分で処理する方法としては、例えば、(Ｂ)成分
の表面を予め(Ｄ)成分で処理し、次いで(Ｅ)成分で処理する方法；(Ｂ)成分の表面を予め
(Ｅ)成分で処理し、次いで(Ｄ)成分で処理する方法；(Ｂ)成分の表面を(Ｄ)成分と(Ｅ)成
分で同時に処理する方法；(Ａ)成分中で(Ｂ)成分の表面を(Ｄ)成分で処理し、次いで、(
Ｅ)成分で処理する方法；(Ａ)成分中で(Ｂ)成分の表面を(Ｅ)成分で処理し、次いで、(Ｄ
)成分で処理する方法；(Ａ)成分中で(Ｂ)成分の表面を(Ｄ)成分と(Ｅ)成分で同時に処理
する方法；予め(Ｄ)成分で表面処理された(Ｂ)成分を(Ａ)成分中で(Ｅ)成分で処理する方
法；予め(Ｅ)成分で表面処理された(Ｂ)成分を(Ａ)成分中で(Ｄ)成分で処理する方法が挙
げられる。このようにして得られた本組成物中には、(Ｄ)成分および(Ｅ)成分は(Ｂ)成分
の表面を処理した状態で含有されているか、または本組成物中に単に含有されていてもよ
い。また、(Ｂ)成分を(Ｄ)成分や(Ｅ)成分により処理する際、その処理を促進するために
、加熱したり、あるいは酢酸、リン酸などの酸性物質や、トリアルキルアミン、４級アン
モニウム塩類、アンモニアガス、炭酸アンモニウムなどの塩基性物質を触媒量併用しても
よい。
【００２６】
　さらに、本組成物には、本発明の目的を損なわない限り、その他任意の成分として、例
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えば、ヒュームド酸化チタン等の充填材、この充填材の表面を有機ケイ素化合物により疎
水化処理した充填材；その他、顔料、染料、蛍光染料、耐熱添加剤、トリアゾール系化合
物以外の難燃性付与剤、可塑剤、接着付与剤を含有してもよい。
【００２７】
　本組成物は、硬化剤を配合することにより、硬化性の組成物とすることができる。本組
成物がヒドロシリル化反応により硬化する場合には、この硬化剤は、一分子中に平均２個
以上のケイ素原子結合水素原子を有するオルガノポリシロキサンと白金系触媒からなるも
のである。このオルガノポリシロキサン中のケイ素原子結合に結合している基としては、
前記と同様の直鎖状アルキル基、分岐鎖状アルキル基、環状アルキル基、アリール基、ア
ラルキル基、ハロゲン化アルキル基が例示され、好ましくはアルキル基、アリール基であ
り、特に好ましくはメチル基、フェニル基である。また、このオルガノポリシロキサンの
２５℃における粘度は限定されないが、好ましくは１～１００,０００ｍＰa・ｓの範囲内
であり、特に好ましくは１～５,０００ｍＰa・ｓの範囲内である。このオルガノポリシロ
キサンの分子構造は限定されず、例えば、直鎖状、分岐鎖状、一部分岐を有する直鎖状、
環状、樹枝状（デンドリマー状）が挙げられる。このオルガノポリシロキサンは、例えば
、これらの分子構造を有する単一重合体、これらの分子構造からなる共重合体、またはこ
れらの混合物であってもよい。
【００２８】
　このようなオルガノポリシロキサンとしては、例えば、分子鎖両末端ジメチルハイドロ
ジェンシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン、分子鎖両末端トリメチルシロキシ基封鎖
ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロキサンコポリマー、分子鎖両末端ジメチ
ルハイドロジェンシロキシ基封鎖ジメチルシロキサン・メチルハイドロジェンシロキサン
コポリマー、式：(ＣＨ3)3ＳiＯ1/2で表されるシロキサン単位と式：(ＣＨ3)2ＨＳiＯ1/2

で表されるシロキサン単位と式：ＳiＯ4/2で表されるシロキサン単位からなるオルガノシ
ロキサンコポリマー、およびこれらの２種以上の混合物が挙げられる。
【００２９】
　本組成物において、このオルガノポリシロキサンの含有量は、本組成物の硬化に必要な
量であり、具体的には、(Ａ)成分中のケイ素原子結合アルケニル基１モルに対して、本成
分中のケイ素原子結合水素原子が０.１～１０モルの範囲内となる量であることが好まし
く、さらに、０.１～５モルの範囲内となる量であることが好ましく、特に、０.１～３.
０モルの範囲内となる量であることが好ましい。これは、本成分の含有量が上記範囲の下
限未満となる量であると、得られるシリコーン組成物が十分に硬化しなくなる傾向があり
、一方、上記範囲の上限を超えると、得られるシリコーン硬化物が非常に硬質となり、表
面に多数のクラックを生じたりする傾向があるからである。
【００３０】
　また、白金系触媒は本組成物の硬化を促進するための触媒であり、例えば、塩化白金酸
、塩化白金酸のアルコール溶液、白金のオレフィン錯体、白金のアルケニルシロキサン錯
体、白金のカルボニル錯体が挙げられる。
【００３１】
　本組成物において、白金系触媒の含有量は、本組成物の硬化に必要な量であり、具体的
には、(Ａ)成分に対して本成分中の白金金属が質量単位で０.０１～１,０００ｐｐｍの範
囲内となる量であることが好ましく、特に、０.１～５００ｐｐｍの範囲内となる量であ
ることが好ましい。これは、本成分の含有量が上記範囲の下限未満であると、得られるシ
リコーン組成物が十分に硬化しなくなる傾向があり、一方、上記範囲の上限を超える量を
配合しても得られるシリコーン組成物の硬化速度は顕著に向上しなくなる傾向があるから
である。
【００３２】
　また、本組成物の硬化速度を調節し、取扱作業性を向上させるため、２－メチル－３－
ブチン－２－オール、２－フェニル－３－ブチン－２－オール、１－エチニル－１－シク
ロヘキサノール等のアセチレン系化合物；３－メチル－３－ペンテン－１－イン、３，５
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－ジメチル－３－ヘキセン－１－イン等のエン－イン化合物；その他、ヒドラジン系化合
物、フォスフィン系化合物、メルカプタン系化合物等の硬化反応抑制剤を含有することが
好ましい。この硬化反応抑制剤の含有量は限定されないが、(Ａ)成分１００質量部に対し
て０.０００１～１.０質量部の範囲内であることが好ましい。
【００３３】
　また、本組成物が縮合反応により硬化する場合には、硬化剤は、一分子中に少なくとも
３個のケイ素原子結合加水分解性基を有するシランもしくはシロキサンオリゴマー、およ
び必要に応じて縮合反応用触媒からなることを特徴とする。このシラン中のケイ素原子結
合加水分解性基としては、前記と同様のアルコキシ基、アルコキシアルコキシ基、アシロ
キシ基、ケトオキシム基、アルケノキシ基、アミノ基、アミノキシ基、アミド基が例示さ
れる。また、このシランのケイ素原子には上記の加水分解性基以外に、例えば、前記と同
様の直鎖状アルキル基、分岐鎖状アルキル基、環状アルキル基、アルケニル基、アリール
基、アラルキル基、ハロゲン化アルキル基を結合していてもよい。このようなシランもし
くはシロキサンオリゴマーとしては、例えば、テトラエトキシシラン、メチルトリエトキ
シシラン、ビニルトリエトキシシラン、メチルトリス(メチルエチルケトオキシム)シラン
、ビニルトリアセトキシシラン、エチルオルソシリケートが挙げられる。
【００３４】
　このシランもしくはシロキサンオリゴマーの含有量は、本組成物の硬化に必要な量であ
り、具体的には、(Ａ)成分１００質量部に対して０.０１～２０質量部の範囲内であるこ
とが好ましく、特には、０.１～１０質量部の範囲内であることが好ましい。これは、こ
のシランもしくはシロキサンオリゴマーの含有量が上記範囲の下限未満の量であると、得
られる組成物の貯蔵安定性が低下したり、また、接着性が低下する傾向があり、一方、上
記範囲の上限をこえる量であると、得られる組成物の硬化が著しく遅くなったりする傾向
があるからである。
【００３５】
　また、縮合反応用触媒は任意の成分であり、例えば、アミノキシ基、アミノ基、ケトオ
キシム基等の加水分解性基を有するシランを硬化剤として用いる場合には必須ではない。
このような縮合反応用触媒としては、例えば、テトラブチルチタネート、テトライソプロ
ピルチタネート等の有機チタン酸エステル；ジイソプロポキシビス(アセチルアセテート)
チタン、ジイソプロポキシビス(エチルアセトアセテート)チタン等の有機チタンキレート
化合物；アルミニウムトリス(アセチルアセトネート)、アルミニウムトリス(エチルアセ
トアセテート)等の有機アルミニウム化合物；ジルコニウムテトラ(アセチルアセトネート
)、ジルコニウムテトラブチレート等の有機ジルコニウム化合物；ジブチルスズジオクト
エート、ジブチルスズジラウレート、ブチルスズ－２－エチルヘキソエート等の有機スズ
化合物；ナフテン酸スズ、オレイン酸スズ、ブチル酸スズ、ナフテン酸コバルト、ステア
リン酸亜鉛等の有機カルボン酸の金属塩；ヘキシルアミン、燐酸ドデシルアミン等のアミ
ン化合物、およびその塩；ベンジルトリエチルアンモニウムアセテート等の４級アンモニ
ウム塩；酢酸カリウム等のアルカリ金属の低級脂肪酸塩；ジメチルヒドロキシルアミン、
ジエチルヒドロキシルアミン等のジアルキルヒドロキシルアミン；グアニジル基含有有機
ケイ素化合物が挙げられる。
【００３６】
　本組成物において、この縮合反応用触媒の含有量は任意量であり、本組成物の硬化に必
要な量であればよく、具体的には、(Ａ)成分１００質量部に対して０.０１～２０質量部
の範囲内であることが好ましく、特に、０.１～１０質量部の範囲内であることが好まし
い。これは、この触媒が必須である場合、この触媒の含有量が上記範囲の下限未満の量で
あると、得られる組成物が十分に硬化しなくなる傾向があり、一方、上記範囲の上限をこ
えると、得られる組成物の貯蔵安定性が低下する傾向があるからである。
【００３７】
　また、本組成物が有機過酸化物によるフリーラジカル反応により硬化する場合には、硬
化剤は有機過酸化物である。この有機過酸化物としては、例えば、ベンゾイルパーオキサ
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イド、ジ(ｐ－メチルベンゾイル)パーオキサイド、ジ(ｏ－メチルベンゾイル)パーオキサ
イド、ジクミルパーオキサイド、２,５－ジメチル－２,５－ビス(ｔ－ブチルパーオキシ)
ヘキサン、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエートが挙げら
れる。この有機過酸化物の含有量は、本組成物の硬化に必要な量であり、具体的には、(
Ａ)成分１００質量部に対して０.１～５質量部の範囲内となる量であることが好ましい。
【００３８】
　本組成物は常温でグリース状、ペースト状、あるいは粘土状である。また、本組成物が
硬化性の組成物である場合、それを硬化させる方法は限定されず、例えば、本組成物を成
形後、室温で放置する方法、本組成物を成形後、５０～２００℃に加熱する方法が挙げら
れる。また、このようにして得られるシリコーン硬化物の性状は限定されないが、例えば
、ゲル状、低硬度のゴム状、あるいは高硬度のゴム状が挙げられ、得られるシリコーン硬
化物を放熱材料として部材に十分に密着させることができる。
【００３９】
　次に、本発明の電子装置を図１により説明する。本発明の電子装置は、電子部品１が回
路基板２上に搭載され、該回路基板２上の回路と前記電子部品１の外部リード３とが電気
的に接続されている。この回路基板２には、電子部品１から発生する熱を効率よく伝える
ためにビアホールが形成されている。本発明の電子装置では電子部品１から発生する熱を
熱伝導性シリコーン組成物４を介して放熱部材５で放熱する構造を有する。特に、図１で
示されるように、熱伝導性シリコーン組成物が回路基板３と放熱部材５とで垂直に狭持さ
れた状態で過酷な温度条件下で使用される場合でも、前記熱伝導性シリコーン組成物のず
れ落ちが生じないので、信頼性が優れるという特徴がある。
【００４０】
　本発明の電子装置において、熱伝導性シリコーン組成物は、回路基板３と放熱部材５と
で狭持されるが、この熱伝導性シリコーン組成物の厚さは特に限定されないが、０.１～
２ｍｍの範囲であってもずれ落ちることなく、電子部品１から発生する熱を放熱部材５に
効率よく伝えることができる。
【実施例】
【００４１】
　本発明の熱伝導性シリコーン組成物および電子装置を実施例により詳細に説明する。な
お、実施例中の粘度は２５℃における値である。
【００４２】
　なお、熱伝導性シリコーン組成物の粘度、熱伝導性、および垂直保持性を次のようにし
て測定した。
［粘度］
　熱伝導性シリコーン組成物の２５℃における粘度（Ｐa・ｓ）を、ＴＡインスツルメン
ツ社製レオメーター（ＡＲ５５０）を用いて測定した。ジオメトリーは直径２０ｍｍのパ
ラレルプレートを用い、ギャップ２００μｍ、シェアレイト１.０および１０.０（１／ｓ
）の条件で測定した。また、シェアレイト１０.０における粘度に対するシェアレイト１.
０における粘度の比をチキソトロピー比として示した。
［熱伝導率］
　熱伝導性シリコーン組成物を６０ｍｍ×１５０ｍｍ×２５ｍｍの容器に充填し、脱泡し
た後、その表面を厚さ１０μｍのポリ塩化ビニリデンフィルムで被覆した後、該フィルム
を介して熱伝導性シリコーン組成物の熱伝導率（Ｗ／ｍＫ）を京都電子工業株式会社製の
迅速熱伝導率測定装置（熱線法）により測定した。
［垂直保持性］
　図２および図３で示される試験方法により、熱伝導性シリコーン組成物の垂直保持性を
評価した。すなわち、銅板６上に熱伝導性シリコーン組成物７を所定量塗布した後、該銅
板の両端部近くにに厚さ１.０ｍｍまたは１.５ｍｍのスペーサー８を設置した状態でガラ
ス板９により前記熱伝導性シリコーン組成物を狭持した。その後、銅板６とガラス板９と
をクリップ１０により固定して垂直保持性試験体を作製した。この試験体を、銅板に対す
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る熱伝導性シリコーン組成物の接触面が垂直となるように静置した状態で、－４０℃、３
０分間、次いで、１４０℃、３０分間を１サイクルとするサーマルショック試験を１,０
００サイクル実施した。試験後の熱伝導性シリコーン組成物の外観を観察し、試験後も熱
伝導性シリコーン組成物がずれ落ちなかった場合を「○」、僅かにずれ落ちた場合を「△
」、著しくずれ落ちた場合を「×」として評価した。
【００４３】
［実施例１］
　ロスミキサーにより、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ
基封鎖ジメチルポリシロキサン１００質量部、粘度２５ｍＰa・ｓで、式：
【化１２】

で表されるジメチルポリシロキサン２６質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍの酸化亜鉛微粉末２００質量部、平均粒子径１.
２μｍの破砕状アルミナ微粉末５００質量部、および平均粒子径２０μｍの丸み状アルミ
ナ微粉末４７０質量部を順次混合した。次に、メチルトリメトキシシラン１３質量部を添
加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加熱攪拌した。その後、室温まで冷
却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製した。この熱伝導性シリコーン組
成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００４４】
［実施例２］
　ロスミキサーにより、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ
基封鎖ジメチルポリシロキサン１００質量部、粘度１２５ｍＰa・ｓで、式：

【化１３】

で表されるジメチルポリシロキサン２６質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍの酸化亜鉛微粉末２００質量部、平均粒子径１.
２μｍの破砕状アルミナ微粉末５００質量部、および平均粒子径２０μｍの丸み状アルミ
ナ微粉末４７０質量部を順次混合した。次に、メチルトリメトキシシラン１３質量部を添
加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加熱攪拌した。その後、室温まで冷
却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製した。この熱伝導性シリコーン組
成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００４５】
［実施例３］
　ロスミキサーにより、粘度１０,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキ
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シ基封鎖ジメチルポリシロキサン４８質量部、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジ
メチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン５２質量部、粘度２５ｍＰa・ｓで
、式：
【化１４】

で表されるジメチルポリシロキサン２５質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍの酸化亜鉛微粉末２２０質量部、平均粒子径１.
２μｍの破砕状アルミナ微粉末５２０質量部、および平均粒子径２０μｍの丸み状アルミ
ナ微粉末３６０質量部を順次混合した。次に、メチルトリメトキシシラン１４質量部を添
加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加熱攪拌した。その後、室温まで冷
却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製した。この熱伝導性シリコーン組
成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００４６】
［実施例４］
　ロスミキサーにより、粘度１０,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキ
シ基封鎖ジメチルポリシロキサン４８質量部、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジ
メチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン５２質量部、粘度１２５ｍＰa・ｓ
で、式：

【化１５】

で表されるジメチルポリシロキサン２５質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍの酸化亜鉛微粉末２２０質量部、平均粒子径１.
２μｍの破砕状アルミナ微粉末５２０質量部、および平均粒子径２０μｍの丸み状アルミ
ナ微粉末３６０質量部を順次混合した。次に、メチルトリメトキシシラン１４質量部を添
加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加熱攪拌した。その後、室温まで冷
却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製した。この熱伝導性シリコーン組
成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００４７】
［実施例５］
　ロスミキサーにより、粘度１０,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキ
シ基封鎖ジメチルポリシロキサン４８質量部、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジ
メチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン５２質量部、粘度１２５ｍＰa・ｓ
で、式：
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で表されるジメチルポリシロキサン２５質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍのフランス法酸化亜鉛微粉末２２０質量部、平
均粒子径１.２μｍの破砕状アルミナ微粉末５２０質量部、および平均粒子径２０μｍの
丸み状アルミナ微粉末３６０質量部を順次混合した。次に、３－グリシドキシプロピルト
リメトキシシラン１４質量部を添加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加
熱攪拌した。その後、室温まで冷却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製
した。この熱伝導性シリコーン組成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００４８】
［比較例１］
　ロスミキサーにより、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキシ
基封鎖ジメチルポリシロキサン１００質量部、粘度１１５ｍＰa・ｓで、式：

【化１７】

で表されるジメチルポリシロキサン２６質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍのフランス法酸化亜鉛微粉末２００質量部、平
均粒子径１.２μｍの破砕状アルミナ微粉末５００質量部、および平均粒子径２０μｍの
丸み状アルミナ微粉末４７０質量部を順次混合した。次に、メチルトリメトキシシラン１
３質量部を添加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加熱攪拌した。その後
、室温まで冷却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製した。この熱伝導性
シリコーン組成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００４９】
［比較例２］
　ロスミキサーにより、粘度１０,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジメチルビニルシロキ
シ基封鎖ジメチルポリシロキサン９２質量部、粘度２,０００ｍＰa・ｓの分子鎖両末端ジ
メチルビニルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサン８質量部、粘度２５ｍＰa・ｓで、
式：
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【化１８】

で表されるジメチルポリシロキサン２４質量部、およびＢＥＴ比表面積が２００ｍ２／ｇ
であり、ヘキサメチルジシラザンにより疎水化処理されたヒュームドシリカ４質量部を室
温で混合した後、平均粒子径０.１２μｍのフランス法酸化亜鉛微粉末２３０質量部、平
均粒子径１.２μｍの破砕状アルミナ微粉末４９０質量部、および平均粒子径２０μｍの
丸み状アルミナ微粉末３６０質量部を順次混合した。次に、メチルトリメトキシシラン１
２質量部を添加し、均一に混合した後、減圧下、１５０℃で１時間加熱攪拌した。その後
、室温まで冷却し、常圧に戻して、熱伝導性シリコーン組成物を調製した。この熱伝導性
シリコーン組成物の特性を測定し、それらの結果を表１に示した。
【００５０】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明の熱伝導性シリコーン組成物は、低粘度で取扱作業性が優れるものの、塗布され
た後、過酷な温度環境下、垂直に放置されてもずれ落ち難いので、自動車のコントロール
ユニットの放熱材として好適である。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明の電子装置の断面図である。
【図２】垂直保持性を評価するための試験体の作製方法を示す概念図である。
【図３】垂直保持性を評価するための試験体の斜視図である。
【図４】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の実施例１の熱伝導性シリコーン組
成物の状態を示す図面代用写真である。
【図５】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の実施例２の熱伝導性シリコーン組
成物の状態を示す図面代用写真である。
【図６】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の実施例３の熱伝導性シリコーン組
成物の状態を示す図面代用写真である。
【図７】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の実施例４の熱伝導性シリコーン組
成物の状態を示す図面代用写真である。
【図８】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の実施例５の熱伝導性シリコーン組
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成物の状態を示す図面代用写真である。
【図９】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の比較例１の熱伝導性シリコーン組
成物の状態を示す図面代用写真である。
【図１０】ギャップ１.５ｍｍにおける垂直保持試験後の比較例２の熱伝導性シリコーン
組成物の状態を示す図面代用写真である。
【符号の説明】
【００５３】
　１　電子素子
　２　回路基板
　３　外部リード
　４　熱伝導性シリコーン組成物
　５　放熱部材
　６　銅板
　７　熱伝導性シリコーン組成物
　８　スペーサー
　９　ガラス板
　１０　クリップ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図９】

【図１０】
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